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証券コード　6952
平成28年６月７日

株　主　各　位
東 京 都 渋 谷 区 本 町 一 丁 目 ６ 番 ２ 号

代表取締役 社長 樫 尾 和 宏

第60回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法により議決
権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書
類をご検討いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後５時30分まで
に議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。
〔郵送による議決権の行使の場合〕
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限
までに到着するようご返送ください。
〔インターネット等による議決権の行使の場合〕
　議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net）にアクセスしていただき、
同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利
用のうえ、画面の案内に従って、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご登録
ください。
　なお、インターネット等による議決権行使に際しては、後記の「インターネット
等による議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場　　所 東京都渋谷区桜丘町26番１号

セルリアンタワー東急ホテル 地下２階 ボールルーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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３．目的事項
報 告 事 項 １．第60期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第60期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。

◎当日の受付開始は、午前８時30分を予定しております。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場

合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.casio.co.jp/ir/）に
掲載させていただきます。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

（平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

全般概況
　当グループは創立以来、「創造 貢献」を経営理念に掲げ、ゼロから１を生
む独創的な発想と先進的な技術をもって、社会への貢献を実践することによ
り、企業としての成長を図り企業価値を高めることを経営の使命と考えてお
ります。
　当期につきましては、各事業における新市場の創造、技術力を生かした新
規事業の開発、グローバル規模でのエリア開拓などを積極的に推進し、事業
拡大及び収益力の一層の強化に取り組んでまいりました。また、資本コスト
を上回る企業価値の創出と積極的な株主還元を目指してまいりました。既存
事業においては、当社の最大の柱である時計事業のさらなる拡大と高収益性
の維持を図るとともに、電卓、関数電卓、電子辞書、楽器を含めた教育関連
事業を第二の柱とし、製品開発、販売体制の強化に取り組みました。また、
システム事業の安定化にも注力いたしました。あわせて、安定した高収益構
造を実現すべく、新規事業の確立を推進し、当期中にリスト端末を発表、発
売を開始いたしました。
　内外の経済状況に関しましては、米国は堅調に推移した一方、新興国の減
速、急激な為替変動、資源価格の下落などにより世界経済の下振れリスクが
高まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。
　このような状況下、当期の売上高は3,522億円となりました。損益につき
ましては、営業利益は421億円、経常利益は410億円となり、親会社株主に帰
属する当期純利益は２期連続で過去最高を更新し311億円となりました。

セグメント別概況
　コンシューマセグメントにおきましては、時計の売上拡大、電卓やデジタ
ルカメラの収益性確保により増収増益となりました。
　時計は、ＧＰＳハイブリッド電波ソーラーを搭載した高価格帯の「Ｇ－Ｓ
ＨＯＣＫ」「ＯＣＥＡＮＵＳ」の売上が高級流通への導入などにより国内外
で好調に推移し、また、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ®でスマートフォンと連携する
「ＥＤＩＦＩＣＥ」の売上も好調に推移いたしました。利益面においても各
ブランドを核とした高付加価値製品の強化により利益を拡大し、この結果、
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時計事業は２期連続で過去最高の売上・利益を達成いたしました。
　電卓は海外において、高精細で母国語を表示する関数電卓などのローカラ
イズ製品が拡大し、収益性を確保いたしました。
　デジタルカメラは自分撮りに適したＴＲシリーズが中国やアジアで好調で
あったほか、撮影した画像を自動でスマートフォンに転送できるモデルなど
の高価格帯製品の好調により安定した利益を確保いたしました。
　楽器は、ドイツの高級グランドピアノメーカーであるＣ．ベヒシュタイン
社との共同開発による新音源と鍵盤機構を実現した「セルヴィアーノ グラン
ドハイブリッド」を投入し、高級楽器店への展開強化などに取り組みました。
　当セグメントの売上高は、前期比4.8％増の3,009億円となりました。

　システムセグメントにおきましては、プロジェクターが、レーザーとＬＥ
Ｄを組み合わせたカシオ独自の半導体光源を搭載し優れたコストパフォーマ
ンスを実現した新製品の投入、ラインナップ拡充により売上を拡大し、収益
を大幅に改善いたしました。
　当セグメントの売上高は、前期比4.5％増の426億円となりました。

　その他セグメントは、金型などのグループ会社の独自事業等であり、その
売上高は、前期比17.2％減の86億円となりました。

　以上による各セグメント別売上高の実績は次のとおりです。

［セグメント別売上高］
セ グ メ ン ト 金 額 前 期 比 構 成 比

百万円 ％ ％
コ ン シ ュ ー マ 300,956 104.8 85.4
シ ス テ ム 42,669 104.5 12.1
そ の 他 8,633 82.8 2.5
合 計 352,258 104.1 100.0
国 内 110,594 104.1 31.4
海 外 241,664 104.1 68.6

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 4 －
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⑵　設備投資の状況
　当期における設備投資につきましては、新製品対応及び生産能力増強のため
の生産設備などを中心に、技術研究開発の投資を含め、当グループ全体で総額
68億円の投資を行いました。セグメント別の内訳は、コンシューマは時計など
を中心に54億円、システム11億円、その他２億円であります。

⑶　資金調達の状況
　当期における資金調達につきましては、急激な金利水準の低下を受け、有利
子負債230億円の期限前返済を実施、かつ同額を長期化して調達することで、
長期的な負債コストの低下を図りました。結果として、当期末有利子負債残高
は前期末と同じく772億円となりました。

⑷　対処すべき課題
　当グループでは、各事業分野においてグローバルなコスト競争力を強化し高
収益を確保できる強靭な収益基盤の構築に取り組んでおります。その具体化の
ため中期計画を強力に推進し、企業価値の最大化を図ってまいります。
　さらに、財務体質の強化を図り、企業の社会的責任をこれまで以上に果たす
ことが重要な課題と考えております。その実現に向け全社をあげて以下の施策
を推進してまいります。

①新ジャンルの確立
　　当グループは、刻々と変化する市場のニーズを的確に捉える商品企画力及

び独自技術の融合により、高収益を実現できる新ジャンルの確立を各事業分
野において進めてまいります。

②新しい戦略事業の創出
　　今後も着実に成長してゆくためには、現有事業に加え、当グループの技術

や経営ノウハウを基軸とした新しい事業領域での価値創造が不可欠と考えて
おります。そのためこれまで以上に経営リソースを新規事業領域に集中させ、
安定した高収益構造が実現できる事業の早期立ち上げを目指してまいります。

③財務体質の強化
　　持続的成長に向けて、利益の大幅な拡大によりＲＯＥの向上に取り組みま

す。あわせて株主還元の充実と自己資本比率及びＤ／Ｅレシオ（有利子負債
／自己資本）の改善による財務基盤の強化を図ってまいります。また、将来
の事業拡大に必要とされる成長資金及び今後の有利子負債返済に対する財務

－ 5 －
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　流動性の確保も重要な財務課題と認識しており、引き続きフリー・キャッシ
ュ・フローの創造に努め、資本効率の改善と安定的かつ強靭な財務体質の構
築に取り組んでまいります。

④企業の社会的責任への取り組み
　　従業員の行動指針を明文化した「カシオ創造憲章」のもと、法令遵守、社

会秩序の維持はもとより、地球温暖化防止活動や生物多様性の保全活動、次
世代育成や人権の尊重など、グローバルな視点で様々な社会課題の解決に本
業を通じて取り組んでまいります。

　以上の４施策を完遂することにより、企業価値の拡大に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続き温かいご理解とご支援を賜りますよ
う、何とぞよろしくお願い申しあげます。

⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　分 平成24年度
(第57期)

平成25年度
(第58期)

平成26年度
(第59期)

平成27年度
(第60期当期)

売 上 高(百 万 円) 297,763 321,761 338,389 352,258

営 業 利 益(百 万 円) 20,053 26,576 36,763 42,169

経 常 利 益(百 万 円) 19,702 25,743 37,857 41,069
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益(百 万 円) 11,876 15,989 26,400 31,194

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益( 円 ) 44.17 59.47 100.08 119.72

総 資 産(百 万 円) 369,322 366,964 374,656 368,454

純 資 産(百 万 円) 163,968 185,256 204,158 202,111

１ 株 当 た り 純 資 産 額( 円 ) 609.57 688.66 781.20 788.47

自 己 資 本 比 率( ％ ) 44.4 50.5 54.5 54.9

（注）１．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、

１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出して
おります。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等
を適用し、当連結会計年度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期
純利益」としております。

－ 6 －
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⑹　重要な子会社の状況（平成28年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

山 形 カ シ オ 株 式 会 社 1,500 100.0
デジタルカメラ・電子時
計・システム機器・部品等
の製造

カ シ オ 電 子 工 業 株 式 会 社 300 100.0 ページプリンタの開発・製
造・販売

カ シ オ 情 報 機 器 株 式 会 社 2,000 100.0 システム機器の販売及び
ソフトウエアの開発・販売

Casio America,Inc. 千米ドル
80,000 100.0 当社製品の販売

Casio Holdings,Inc. 千米ドル
83,900 100.0 北米地域の統括・持株会社

Casio Europe GmbH 千ユーロ
20,440 100.0 当社製品の販売

Casio Electronics Co.,Ltd. 千英ポンド
6,600 100.0 当社製品の販売

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 千香港ドル
73,000 100.0 電卓等の製造

カシオ電子(深圳)有限公司 千米ドル
5,981 100.0 電子時計の設計・製造

カシオ(中国)貿易有限公司 千米ドル
8,800 100.0 当社製品の販売

カシオ電子科技(中山)有限公司 千米ドル
9,000 100.0 電子時計・電子辞書・電

卓・電子楽器等の製造

Casio(Thailand)Co.,Ltd. 千バーツ
1,020,000 100.0 電子時計等の製造

　（注）Casio America,Inc.に対する議決権比率は、Casio Holdings,Inc.の出資によるもの
です。

－ 7 －

重要な子会社の状況



2016/05/26 13:24:03 / 15173183_カシオ計算機株式会社_招集通知（Ｃ）

⑺　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当グループは、コンシューマ、システム、その他の分野において、開発・生
産から販売・サービスにわたる事業を営んでおります。
　主要な製品は次のとおりです。

セ グ メ ン ト 製 品 名

コ ン シ ュ ー マ
ウオッチ、クロック、電子辞書、電卓、電子文具、
電子楽器、デジタルカメラ　等

シ ス テ ム
ハンディターミナル、電子レジスター、
オフィス・コンピューター、ページプリンタ、
データプロジェクター　等

そ の 他 金型　等

⑻　主要な事業所（平成28年３月31日現在）
①　当社

名 称 所 在 地

本 社 東京都渋谷区本町一丁目６番２号

羽 村 技 術 セ ン タ ー 東京都羽村市栄町三丁目２番１号

八 王 子 技 術 セ ン タ ー 東京都八王子市石川町2951番５号

②　重要な子会社
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

山 形 カ シ オ 株 式 会 社 山 形 県 東 根 市 Casio Electronics Co.,Ltd. London
England

カシオ電子工業株式会社 埼 玉 県 入 間 市 Casio Computer(Hong Kong)Ltd. Kowloon
Hong Kong

カシオ情報機器株式会社 東京都千代田区 カシオ電子(深圳)有限公司 中国広東省
深圳市

Casio America,Inc. New Jersey
U.S.A. カシオ(中国)貿易有限公司 中国

上海市

Casio Holdings,Inc. New Jersey
U.S.A. カシオ電子科技(中山)有限公司 中国広東省

中山市

Casio Europe GmbH Norderstedt
Germany Casio(Thailand)Co.,Ltd. Nakhonratchasima

Thailand

－ 8 －
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⑼　使用人の状況（平成28年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

11,322名 減　270名

（注）使用人数は、就業人員（臨時従業員を除く）を記載しております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,656名 減　21名 46.3歳 19.8年

（注）使用人数は、就業人員（臨時従業員を除く）を記載しております。

⑽　主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 33,500百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 15,000
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 11,500
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 5,000

－ 9 －
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 471,693,000株
⑵　発行済株式の総数 269,020,914株
⑶　株主数 36,232名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ）

20,697千株 8.07％

日 本 ト ラ ス テ ィ ･ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ）

18,982 7.41

日 本 ト ラ ス テ ィ ･ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 三 井 住 友 信 託 銀 行 再 信 託 分 ・ 株 式
会 社 三 井 住 友 銀 行 退 職 給 付 信 託 口 ）

13,365 5.21

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 12,985 5.07

有 限 会 社 カ シ オ ブ ロ ス 10,000 3.90

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,686 2.61
資 産 管 理 サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 証 券 投 資 信 託 口 ）

4,205 1.64

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,097 1.60

公 益 財 団 法 人 カ シ オ 科 学 振 興 財 団 3,350 1.31

樫 尾 隆 司 3,282 1.28

（注）１．当社は自己株式を12,689,923株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。なお、当該株式数は株主名簿上の数であり、実質的な保有株式数は
12,688,923株です。

２．持株比率は自己株式（12,689,923株）を控除して計算しております。
３．日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口）の持株数のうち6,365千株は、株式会社三井
住友銀行が議決権行使の指図権を留保しております。

－ 10 －
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⑸　その他株式に関する重要な事項
自己株式の取得

　平成28年２月２日付取締役会の決議により、以下のとおり自己株式を取得
いたしました。
・取得した株式の種類及び数　　当社普通株式　500万株
・取得価額の総額　　　　　　　10,278百万円
・取得した期間　　　　　　　　平成28年２月３日から平成28年２月22日

３．会社の新株予約権等に関する事項
　当事業年度の末日における新株予約権の状況

　平成26年７月７日付取締役会の決議による2019年満期ユーロ円建転換社債
型新株予約権付社債
・新株予約権の数　1,000個
・新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式　4,864,523株
・新株予約権の払込金額　無償
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり 2,055.7円
・新株予約権の行使期間

平成26年８月６日から平成31年７月９日まで

－ 11 －
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役  会 長 樫 尾 和 雄

代 表 取 締 役  社 長 樫 尾 和 宏
取 締 役
副 社 長 執 行 役 員 中 村 　 寛
取 締 役
専 務 執 行 役 員 髙 木 明 德 財務・ＩＲ担当
取 締 役
専 務 執 行 役 員 増 田 裕 一 時計事業部長、カシオ電子(深圳)有限公司董事長
取 締 役
執 行 役 員 山 岸 俊 之 経営統轄部長
取 締 役
執 行 役 員 小 林 　 誠 総務人事統轄部長
取 締 役
執 行 役 員 高 野 　 晋 財務統轄部長

取 締 役 石 川 博 一

取 締 役 小 谷 　 誠 東京電機大学名誉教授

監　査　役(常勤) 髙 須 　 正

監 査 役 大 德 宏 教 麻布税理士法人代表社員、株式会社オプトエレク
トロニクス社外取締役（監査等委員）

監 査 役 戸 澤 和 彦 虎ノ門法律経済事務所パートナー

（注）１．取締役 高野　晋、監査役 戸澤和彦の両氏は、平成27年６月26日開催の第59回定
時株主総会において新たに選任され就任いたしました。

２．取締役 石川博一、小谷　誠の両氏は､ 会社法に定める社外取締役です。また、両
氏は東京証券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。

３．監査役 大德宏教、戸澤和彦の両氏は、会社法に定める社外監査役です。また、両
氏は東京証券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。

４．監査役 大德宏教氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有しております。

５．取締役 小谷　誠氏の兼職先である東京電機大学と当社との間に取引はありませ
ん。

６．監査役 大德宏教氏の兼職先である麻布税理士法人と当社との間に取引はありま
せん。

７．監査役 大德宏教氏の兼職先である株式会社オプトエレクトロニクスと当社との
間に資材購入等の取引がありますが、当社の売上規模に鑑みると特別の利害関係
を生じさせる重要性はありません。

－ 12 －
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８．監査役 戸澤和彦氏の兼職先である虎ノ門法律経済事務所と当社との間に取引は
ありません。

９．当社は、取締役 石川博一、小谷　誠、監査役 髙須　正、大德宏教、戸澤和彦の
各氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を法令で定める最
低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

10．取締役 村上文庸、樫尾　彰、監査役 寺尾康史の各氏は、平成27年６月26日開催
の第59回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしました。

11．当社は平成11年６月29日より執行役員制度を導入しており、上記の取締役兼務
者以外の執行役員の氏名及び担当業務は次のとおりです。
伊東　重典 専務執行役員 営業本部長
矢澤　篤志 執 行 役 員 生産資材統轄部長兼環境担当
持永　信之 執 行 役 員 研究開発センター長
守屋　孝司 執 行 役 員 システム事業部長
樫尾　哲雄 執 行 役 員 ＣＳ統轄部長
沖室　敏治 執 行 役 員 営業本部海外営業統轄部サイネージ営業部長
樫尾　隆司 執 行 役 員 コーポレートコミュニケーション統轄部長
中山　　仁 執 行 役 員 ＱＶ事業部長
植原　正幸 執 行 役 員 営業本部国内営業統轄部長
稻田　能之 執 行 役 員 総務人事統轄部総務部長
井口　敏之 執 行 役 員 サイネージ事業部長
寺田　秀昭 執 行 役 員 デジタル絵画事業部長
太田　伸司 執 行 役 員 ＣＥＳ事業部長
安藤　　仁 執 行 役 員 楽器事業部長

⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

12名
（2名）

354百万円
（16百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名
（3名）

33百万円
（19百万円）

合 計 16名 387百万円

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．上記には、平成27年６月26日開催の第59回定時株主総会終結の時をもって退任

した取締役２名、監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。
３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．支給額合計には、当事業年度の役員賞与引当金繰入額112百万円（取締役８名に

対し112百万円）が含まれております。

－ 13 －
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５．取締役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第53回定時株主総会において
年額７億円以内（ただし、使用人分給与及び役員退職慰労引当金繰入額は含まな
い。）と決議いただいております。

６．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第51回定時株主総会において
年額７千万円以内（ただし、役員退職慰労引当金繰入額は含まない。）と決議い
ただいております。

⑶　社外役員の当事業年度における主な活動状況
氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 石 川 博 一
当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言・提言を適宜
行っております。

取 締 役 小 谷 　 誠
当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言・提言を適宜
行っております。

監 査 役 大 德 宏 教

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、また、監
査役会15回のうち14回に出席し、取締役会においては、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、並びに公認
会計士としての専門的見地からの助言・提言等を適宜行っており
ます。また、監査役会においても、業務の適正性を確保するため
の発言・提言を行っております。

監 査 役 戸 澤 和 彦

平成27年６月26日就任以降に開催された取締役会12回の全てに
出席し、また、監査役会12回の全てに出席し、取締役会において
は、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、
並びに弁護士としての専門的見地からの助言・提言等を適宜行っ
ております。また、監査役会においても、業務の適正性を確保す
るための発言・提言を行っております。

－ 14 －
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 70百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 90百万円

（注）１．記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で
きませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

３．当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である
生産性向上設備投資促進税制に係る業務についての対価を支払っております。

４．監査役会は、会計監査人及び社内関係部署から収集した情報等に基づき、監査計
画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積もりの算出根拠などを確認し、検
討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第1項の同意を行っており
ます。

⑶　当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の重要な子会社の計
算関係書類監査の状況

　当社の重要な子会社のうち、Casio America,Inc.、Casio Europe GmbH、
Casio Electronics Co.,Ltd.、Casio Computer(Hong Kong)Ltd.、カシオ電
子(深圳)有限公司、カシオ(中国)貿易有限公司、カシオ電子科技(中山)有限公
司及びCasio(Thailand)Co.,Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は
監査法人(外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む｡ )の監
査を受けております。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の合意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認めら
れる場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提案い
たします。

－ 15 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制

　当社及びグループ会社は、『創造 貢献』の経営理念に基づき、「カシオ創造
憲章」、「カシオ行動指針」、「カシオ倫理行動規範」を定め、以下のとおり、
業務の適正を確保するための体制を整備しております。

①当社及びグループ会社における取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制

・取締役会は、法令、定款及び取締役会規則に基づき、法定事項並びに当
社及びグループ会社の経営に関する重要事項を決定するとともに取締役
の職務執行を監督することにより、法令、定款に反する行為を未然に防
止する。

・職務の遂行に係る各種法令を遵守するべく、必要に応じて方針・規程・
規則等の文書類を整備し、ＣＳＲ委員会を始めとする各種委員会での審
議・検討を経て、ルールの周知・徹底を図る。

・法令違反行為等に関する問題を相談又は通報する窓口として「公益通報
ホットライン」を社内外に設置し、整備・運用を図る。通報者に対して
は不利益のないことを確保する。

・市民社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と一切関わりを持たず、
不当要求に対しては組織全体として毅然とした対応をとる。

・上記ルールの妥当性と運用の適切性について内部監査等、継続的な見直
しによる改善を行い、不祥事の未然防止を図る。

②当社及びグループ会社における取締役及び使用人の職務の執行に係る情報の
保存及び管理に関する体制
　取締役及び使用人の職務執行に係る情報は「文書管理規程」、その他の規
則に基づき、各担当部門が保存及び管理する。

③当社及びグループ会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、「リスク管理規程」に基

づき、ＣＳＲ委員会の下で関連部門と事務局が一体となって推進する体
制を確立する。

－ 16 －
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・製品安全リスクについては、製品の安全に対するお客様の信頼に応える
ことが経営上の重要な課題であるとの認識のもと「製品安全に関する基
本方針」を定め、推進体制を構築する。

④当社及びグループ会社における取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行
われることを確保するための体制

・当社及びグループ会社の経営上の重要案件は、当社の取締役及び監査役
が出席する取締役会で審議・決定する仕組みをとり、原則として毎月１
回以上開催することにより経営の意思決定を合理的かつ迅速に行う。

・業務執行上の重要事項については、当社の執行役員、取締役及び監査役
が出席する執行役員会で審議・決定し、グループ横断的な調整や対策が
スムーズに実施できる仕組みをとる。

・執行手続の詳細については、「業務執行決裁権限規程」、「グループ会
社決裁権限規程」に定める。

・グループ会社は、連結ベースの経営計画、グループ会社決裁権限規程、
各種グループ基本方針等に基づき、職務執行体制を構築する。

⑤当社及びグループ会社における業務の適正を確保するための体制
・業務の適正を確保するために「カシオ創造憲章」、「カシオ行動指針」、

「カシオ倫理行動規範」を基礎として、諸規程を定める。
・当社は、グループ会社担当役員制度によりグループ会社ごとに当社の取

締役あるいは執行役員を担当に割り当て、「グループ会社決裁権限規程」
に従い、当社への決裁・報告制度によるグループ会社経営の管理を行い
必要に応じてモニタリングを行う。

・財務報告の適正性及び信頼性を確保すべく推進体制を構築し、業務フロ
ー及び財務報告に係る内部統制を点検の上、文書化し、評価、改善を行
う。

⑥当社監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か
らの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人を任命する。
・監査役を補助すべき使用人の任命、異動、評価、懲戒に関する事項は、

監査役会の事前同意を必要とする。

－ 17 －
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⑦当社の取締役及び使用人並びにグループ会社の取締役、監査役及び使用人が
当社の監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制と
監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の取締役及び使用人は、当社又はグループ会社に著しい影響を及ぼ
すおそれのある事実を発見したときや法令又は定款に違反する事実その
他不正な業務の執行が行われた事実があるときは、遅滞なく当社監査役
に報告する。

・グループ会社の取締役、監査役及び使用人は、当社又はグループ会社に
著しい影響を及ぼすおそれのある事実を発見したときや法令又は定款に
違反する事実その他不正な業務の執行が行われた事実があるときは、当
社のグループ会社担当役員に遅滞なく報告し、当該担当役員は遅滞なく
当社監査役に報告する。

・グループ会社の取締役、監査役及び使用人は、当社からの経営管理・経
営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライアンス上問題があると
認めた場合には、当社監査役に報告する。

・当社の取締役及び使用人並びにグループ会社の取締役、監査役及び使用
人は、当社監査役の要請に応じて必要な報告及び情報の提供を行う。

・当社内部監査部門は当社及びグループ会社の監査結果を定期的に当社監
査役に報告する。

・公益通報ホットライン事務局は通報状況・処理状況を当社監査役に報告
する。

・当社監査役へ報告をした者に対しては不利益のないことを確保する。
・当社監査役が当社に対して職務の執行について生ずる費用の前払い又は

償還等を請求したときは速やかに処理する。
・当社監査役は、当社内の重要な会議に出席できる。
・当社及びグループ会社の重要な稟議書は決裁終了後、当社監査役に報告

する。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/05/26 13:24:03 / 15173183_カシオ計算機株式会社_招集通知（Ｃ）

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、取締役会において決議された「業務の適正を確保するための体制」
に基づき、当社及びグループ会社の内部統制システムを整備し運用しておりま
す。

①コンプライアンス体制
・取締役会は、法令、定款及び取締役会規則で定められた付議基準に基づ

き必要な事項を決定し、取締役の職務執行を監督しております。
・取締役会の下部に、ＣＳＲ担当取締役を委員長とする「ＣＳＲ委員会」

を設置しております。ＣＳＲ委員会の統括管理の下、コンプライアンス
リスクの棚卸を実施し、都度モニタリングを行い、実施状況に不備がな
いか確認しております。定例会議は年２回開催しております。

・「カシオ倫理行動規範」のより一層の理解と浸透を目的に、定期的に教
育を実施しております。また、コンプライアンスに関するアンケートを
実施し、改善を図っております。

・公益通報ホットラインに寄せられた通報に対しては中立・公正な対応を
図っており、その処理状況などについては監査役に報告しております。

・反社会的勢力への対応として、不当要求防止責任者を関連部門に設置す
るほか、不当要求対応マニュアルの周知徹底を行っております。

②リスク管理体制
・リスク管理活動は「リスク管理規程」に基づき関連部門が主体的に推進

するとともに、ＣＳＲ委員会が統括管理を行うことで適切なリスク管理
体制を構築し、推進しております。

・不測の事態に会社組織として対応していくために、役員及び従業員とそ
の家族の安全確保、企業資産の保全を主眼として、「危機管理マニュア
ル」を制定し、運用しております。

・「製品安全に関する基本方針」に基づき、製品安全に関する自主行動計
画を策定・推進し、継続的な改善を行っております。また、品質高揚委
員会を年２回開催し、品質の可視化、品質情報の共有化、品質方針・施
策の決議などを行い、各事業部門の品質保証活動に展開しております。

－ 19 －
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③職務執行の効率性及び適正性の確保
・取締役会を原則毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催して

おり、当事業年度は16回開催いたしました。取締役会規則で付議事項を
詳細に定め、それに基づき経営の重要案件を審議・決定しております。
業務執行の効率性・機動性を高めるため、付議基準に満たない事項につ
いては執行役員に権限委譲しております。

・執行役員会を原則毎月１回開催し、業務執行上の重要事項を審議し、情
報共有及び全社的な調整等を図っております。

・執行手続きの詳細については業務執行決裁権限規程、グループ会社決裁
権限規程に基づき運用しており、規程の見直しを適宜実施しております。

・グループ会社管理については、担当役員による事業審議会の実施や事業
計画の進捗管理のほか、グループ会社決裁権限規程で特定された重要項
目について当社への決裁・報告を実施しております。また、当社内部監
査部門による監査の実施など、問題点の早期発見、迅速な意思決定、適
正な業務執行を図っております。

・財務報告の適正性及び信頼性の確保を目的に基本方針を定め、内部統制
委員会を設置し、推進しております。

④監査役の監査の実効性の確保
・監査役は、取締役会及び各種の重要な会議・委員会に出席するほか、代

表取締役との定期的な会合、当社及びグループ会社の取締役や使用人な
どからの聴取や報告、重要事項の決議書類の閲覧などを通して、厳正な
監査を実施しております。

・監査役は、会計監査人や内部監査部門からの監査報告、意見・情報交換
を行うなど相互の連携を図っております。

・監査役のサポートをするための専任の監査スタッフを配置しております。

７．株式会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、
企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えて
おります。
　現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情
勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

－ 20 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
【資　産　の　部】 百万円 【負　債　の　部】 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

現 先 短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

250,237
66,648

47,843

55,600

57,776

6,732

6,154

9,985

△501

118,217
60,882
16,884

3,015

3,627

36,091

1,009

256

6,309
51,026
34,407

9,113

4,644

2,933

△71

流 動 負 債 79,568
支払手形及び買掛金 34,542
短 期 借 入 金 260
未 払 金 21,483
未 払 費 用 13,045
未 払 法 人 税 等 4,334
製 品 保 証 引 当 金 779
そ の 他 5,125

固 定 負 債 86,775
新 株 予 約 権 付 社 債 10,033
長 期 借 入 金 67,000
繰 延 税 金 負 債 1,441
退職給付に係る負債 1,338
そ の 他 6,963

負 債 合 計 166,343
【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 193,400
資 本 金 48,592
資 本 剰 余 金 65,058
利 益 剰 余 金 100,041
自 己 株 式 △20,291

その他の包括利益累計額 8,711
その他有価証券評価差額金 7,781
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,844
退職給付に係る調整累計額 2,774

純 資 産 合 計 202,111
資 産 合 計 368,454 負 債 純 資 産 合 計 368,454

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 21 －
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで）

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 352,258
売 上 原 価 199,251

売 上 総 利 益 153,007
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 110,838

営 業 利 益 42,169
営 業 外 収 益

受 取 利 息 533
受 取 配 当 金 612
そ の 他 308 1,453

営 業 外 費 用
支 払 利 息 442
為 替 差 損 1,681
そ の 他 430 2,553
経 常 利 益 41,069

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,313
そ の 他 22 1,335

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 488
減 損 損 失 1,047
投 資 有 価 証 券 売 却 損 205 1,740
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 40,664
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,940
法 人 税 等 調 整 額 2,530 9,470
当 期 純 利 益 31,194
親会社株主に帰属する当期純利益 31,194

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 22 －
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 48,592 65,058 79,301 △9,995 182,956

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △10,454 △10,454
親会社株主に帰属する当
期純利益 31,194 31,194

自己株式の取得 △10,297 △10,297

自己株式の処分 0 1 1

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － 0 20,740 △10,296 10,444

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 48,592 65,058 100,041 △20,291 193,400

その他の包括利益累計額
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当連結会計年度期首残高 11,392 2,622 7,188 21,202 204,158

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰余金の配当 △10,454
親会社株主に帰属する当
期純利益 31,194

自己株式の取得 △10,297

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額(純額) △3,611 △4,466 △4,414 △12,491 △12,491

当連結会計年度変動額合計 △3,611 △4,466 △4,414 △12,491 △2,047

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 7,781 △1,844 2,774 8,711 202,111

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数　　　　　　　　　42社

　主要な連結子会社名は、「事業報告　１．企業集団の現況に関する事項　⑹重要な子会社の
状況」に記載のとおりです。

②　非連結子会社の名称等
　該当はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社数　　　　　２社

　主要な会社名　　　　　　　　　　カシオリース株式会社
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

　該当はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、カシオ電子(深圳)有限公司他９社を除いて、連結決算日に一致してお
ります。
　カシオ電子(深圳)有限公司他９社の決算日は12月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ月
を超えないので、当連結計算書類の作成に当っては各社の当該事業年度に係る計算書類を基礎と
しております。
　なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要
な不一致等については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)によっております。

ロ．その他有価証券
・時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。)
・時価のないもの
　主として移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブについては、時価法によっております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっております。

－ 24 －
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④　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法(但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設
備を除く)及び当社の本社建物、構築物については定額法)、在外連結子会社は主として定額
法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく減価償却方法(但し、３年以内)によっております。
・自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。
ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３
月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。

⑤　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．製品保証引当金
　販売済製品に対して保証期間に発生が見込まれるアフターサービス費用を計上したもの
であり、この計上額は過去１年間のアフターサービス費の実績額を基準として算出しており
ます。

ハ．役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

⑥　収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
ロ．その他の工事

工事完成基準によっております。
⑦　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定に含めております。

⑧　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について
は振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており
ます。
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⑨　のれんの償却方法及び償却期間
　５年間で均等償却しております。

⑩　退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産の額を控除した額を計上しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９～15年）
による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(９～15年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

⑪　消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

⑫　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会
計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月
13日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基
準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から
適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金とし
て計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更い
たしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処
理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類
に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から
非支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準
第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従って
おり、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありませ
ん。
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３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 88,153百万円
⑵　輸出手形割引高 1,193百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 269,021千株 －千株 －千株 269,021千株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額
平成27年６月26日開催の第59回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 5,880百万円
・１株当たり配当額 22円50銭
・基準日 平成27年３月31日
・効力発生日 平成27年６月29日
平成27年11月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 4,573百万円
・１株当たり配当額 17円50銭
・基準日 平成27年９月30日
・効力発生日 平成27年12月３日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
平成28年６月29日開催の第60回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しております。
・配当金の総額 5,767百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 22円50銭
・基準日 平成28年３月31日
・効力発生日 平成28年６月30日

－ 27 －
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当グループは、余剰資金は安全性の高い金融資産で運用し、また、運転資金及び設備投資に必
要な資金は社債発行や銀行等金融機関からの借入によって調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的
に行い、リスク低減を図っております。
　有価証券及び投資有価証券は、主として安全性の高い高格付けの債券と業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に時価を把握し、保有状況を見直しております。
　支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
　営業債務、借入金、新株予約権付社債は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくな
るリスク）に晒されておりますが、当グループでは、手元流動性を連結売上高の一定以上に維持
することなどにより管理しております。
　デリバティブ取引は、借入金に係るキャッシュ・フローの固定化を目的とした金利スワップ取
引であります。デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に則っており、当該規程で
は、デリバティブ取引の管理方針、利用目的、利用範囲、組織体制、業務手続及び取引相手方の
範囲に関する事項が規定されており、相互牽制機能が働くような実施体制及び報告体制を整備し
ております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(＊) 時価(＊) 差額

⑴　現金及び預金 66,648 66,648 ─
⑵　受取手形及び売掛金 47,843 47,843 ─
⑶　有価証券及び投資有価証券
　①満期保有目的の債券 30,000 30,000 ─
　②その他有価証券 57,436 57,436 ─
⑷　支払手形及び買掛金 (34,542) (34,542) ─
⑸　未払金 (21,483) (21,483) ─
⑹　未払法人税等 (4,334) (4,334) ─
⑺　新株予約権付社債 (10,033) (11,704) 1,671
⑻　長期借入金 (67,000) (67,361) 361
⑼　デリバティブ取引
　①ヘッジ会計が適用されていないもの ─ ─ ─
　②ヘッジ会計が適用されているもの ─ ─ ─

（＊）負債に計上されているものについては、( )で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
⑶　有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引先金
融機関から提示された価格によっており、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価
額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑷　支払手形及び買掛金、⑸未払金、⑹未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
⑺　新株予約権付社債
　新株予約権付社債の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。
⑻　長期借入金
　長期借入金の時価について、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっておりますが、金利スワップの特例処理の対象とされているものは、
当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ
れる合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております（下記⑼参照)。
⑼　デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体で処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑻参照)。

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額2,571百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、「⑶有価証券及び投資有価証券」には含めており
ません。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 788円47銭
⑵　１株当たり当期純利益 119円72銭

７．重要な後発事象に関する注記
特記すべき事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
【資　産　の　部】 百万円 【負　債　の　部】 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
現 先 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関係会社長期貸付金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

177,592
19,820
1,727

47,329
55,599
22,942
2,322
7,147
6,154

14,928
△380

136,086
47,224
12,161

295
1,200

12
2,068

30,390
888
207

5,041
4,721

211
109

83,819
31,661
30,426
10,128

300
481

5,378
4,119
1,334
△10

流 動 負 債 63,682
支 払 手 形 3,109
買 掛 金 22,449
短 期 借 入 金 13,618
リ ー ス 債 務 462
未 払 金 13,069
未 払 費 用 5,441
未 払 法 人 税 等 2,363
製 品 保 証 引 当 金 750
役 員 賞 与 引 当 金 112
設 備 関 係 支 払 手 形 142
そ の 他 2,162

固 定 負 債 82,382
新 株 予 約 権 付 社 債 10,033
長 期 借 入 金 67,000
リ ー ス 債 務 950
そ の 他 4,399

負 債 合 計 146,064
【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 159,944
資 本 金 48,592
資 本 剰 余 金 64,565

資 本 準 備 金 64,565
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 67,077
利 益 準 備 金 7,090
そ の 他 利 益 剰 余 金 59,987

固定資産圧縮積立金 156
別 途 積 立 金 19,880
繰 越 利 益 剰 余 金 39,950

自 己 株 式 △20,291
評価・換算差額等 7,669

その他有価証券評価差額金 7,669
純 資 産 合 計 167,613

資 産 合 計 313,678 負 債 純 資 産 合 計 313,678
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで）

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 270,402
売 上 原 価 191,233

売 上 総 利 益 79,169
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 52,530

営 業 利 益 26,638
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 12,800
そ の 他 637 13,438

営 業 外 費 用
支 払 利 息 406
為 替 差 損 1,454
そ の 他 354 2,215
経 常 利 益 37,860

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,313
そ の 他 8 1,321

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 300
減 損 損 失 766
投 資 有 価 証 券 売 却 損 205 1,272
税 引 前 当 期 純 利 益 37,909
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,403
法 人 税 等 調 整 額 2,962 6,365
当 期 純 利 益 31,543

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益

剰余金
当 期 首 残 高 48,592 64,565 － 64,565 7,090 165 19,880 18,851 45,987
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 3 △3 －
固定資産圧縮積立金の取崩 △12 12 －
剰余金の配当 △10,453 △10,453
当期純利益 31,543 31,543
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － △9 － 21,099 21,090
当 期 末 残 高 48,592 64,565 0 64,565 7,090 156 19,880 39,950 67,077

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △9,994 149,150 11,324 11,324 160,474
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の積立 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰余金の配当 △10,453 △10,453
当期純利益 31,543 31,543
自己株式の取得 △10,296 △10,296 △10,296
自己株式の処分 0 0 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △3,655 △3,655 △3,655

当 期 変 動 額 合 計 △10,296 10,794 △3,655 △3,655 7,138
当 期 末 残 高 △20,291 159,944 7,669 7,669 167,613
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 32 －

株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/05/26 13:24:03 / 15173183_カシオ計算機株式会社_招集通知（Ｃ）

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）によっております。
②　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。
③　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております｡ 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

　デリバティブについては、時価法によっております。
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）によっております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び本社の建物及び構築
物については定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　・ソフトウエア
　　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づく減価償却方法（但し、３

年以内）、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

　・その他
　　定額法によっております。
③　リース資産
　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

⑸　引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。
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　②　製品保証引当金
　　販売済製品に対して当社の保証期間に発生が見込まれるアフターサービス費用を計上し

たものであり、この計上額は過去１年間のアフターサービス費の実績額を基準として算出し
ております。

　③　役員賞与引当金
　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております｡

　④　退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　　なお、当事業年度末においては、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務

費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、当該超過額を投資その
他の資産の「前払年金費用」に計上しております。

　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13～15年）
による定額法により費用処理しております。

　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（11～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

　　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

⑹　収益及び費用の計上基準
　（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
　②　その他の工事
　　　工事完成基準によっております。
⑺　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
⑻　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について
は振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており
ます。

⑼　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計
算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑽　消費税等の会計処理
　　税抜方式を採用しております。
⑾　連結納税制度の適用
　　連結納税制度を適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 68,255百万円
⑵　輸出手形割引高 656百万円
⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　金銭債権
　金銭債務

38,310百万円
27,585百万円

⑷　長期貸付金から直接控除した貸倒引当金 28百万円

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　売上高 133,328百万円
　仕入高 164,333百万円
　営業取引以外の取引高 3,855百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普 通 株 式 7,681千株 5,007千株 0千株 12,688千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加5,007千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取
得による増加5,000千株、単元未満株式の買取りによる増加７千株であります。

　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であ
ります。
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 11,194百万円
退職給付関連費用 2,241
たな卸資産 1,337
有形固定資産 1,196
その他 4,857
繰延税金資産小計 20,827百万円
評価性引当額 △6,015百万円
繰延税金資産合計 14,812百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △3,476百万円
固定資産圧縮積立金 △69
繰延税金負債合計 △3,545百万円
繰延税金資産の純額 11,266百万円

⑵　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」(平成28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業
年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに
限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が
平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものに
ついては30.6％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が537百万円減少し、当
事業年度に計上された法人税等調整額が727百万円、その他有価証券評価差額金が190百万円そ
れぞれ増加しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内
容は以下のとおりであります。
⑴　当事業年度の末日における取得価額相当額 154百万円
⑵　当事業年度の末日における減価償却累計額相当額 118百万円
⑶　当事業年度の末日における未経過リース料相当額 45百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
(百万円) 科　目 期末残高

(百万円)

子会社 山形カシオ株式会社 直接
100.0

当社デジタルカメラ・
電子時計・システム機
器・部品等の製造

製品の仕入 29,625 買掛金 3,111

原材料の
有償支給 23,501 その他流動

資産 4,327

子会社 Casio America,Inc. 間接
100.0 当社製品の販売 製品の販売 30,127 売掛金 6,611

子会社 Casio Europe GmbH 直接
100.0 当社製品の販売 製品の販売 25,858 売掛金 6,278

子会社 Casio Computer(Hong
Kong)Ltd.

直接
100.0 当社電卓等の製造

製品の仕入 52,415 買掛金 3,828

原材料の
有償支給 9,057 その他流動

資産 3,335

子会社 カシオ電子(深圳)有限公司 直接
100.0

当社電子時計の設計・
製造
役員の兼任

製品の仕入 48,243 買掛金 2,871

子会社 カシオ(中国)貿易有限公
司

直接
100.0 当社製品の販売

製品の販売 14,305 売掛金 2,962

配当の受取 4,187 ― ―

子会社 Casio(Thailand)Co.,Ltd. 直接
100.0

当社電子時計等の
製造
役員の兼任

製品の仕入 27,564 買掛金 2,434

原材料の
有償支給 10,768 その他流動

資産 3,709

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．製品の仕入及び原材料の有償支給については、原価及び市場価格を勘案し交渉の上で価格を決定しておりま

す。
３．製品販売については、製品の市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に価格を決定しております。
４．配当の受取については、剰余金の分配可能額を基礎とした一定の基準に基づき合理的に決定しております。

⑵　役員及び個人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称 又 は 氏 名
議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
(百万円) 科　目 期末残高

(百万円)

役員の
近親者 樫尾幸雄 直接

0.8 ─ 経営に関す
る助言等 45 ─ ─

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

樫尾幸雄氏には当社創業の一員として長年の経営経験を基に経営全般に関する助言等を行ってもらうことを
目的として特別顧問を委嘱しており、報酬額については協議の上、決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 653円89銭
⑵　１株当たり当期純利益 121円06銭

９．重要な後発事象に関する注記
　特記すべき事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月11日

カ シ オ 計 算 機 株 式 会 社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 章 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宍 戸 通 孝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 叙 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、カシオ計算機株式会社の平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、カシオ計算機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 38 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月11日

カ シ オ 計 算 機 株 式 会 社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 章 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宍 戸 通 孝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 叙 男 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、カシオ計算機株式会社の平成27
年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 39 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

－ 40 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月17日
カ シ オ 計 算 機 株 式 会 社 　 監 査 役 会
監査役(常勤) 髙 須 　 正 ㊞
監　 査 　役 大 德 宏 教 ㊞
監　 査 　役 戸 澤 和 彦 ㊞

（注）監査役　大德宏教及び戸澤和彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外
監査役です。

以　上

－ 41 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様への安定した配当を維持することを基本に、利益水準、財務
状況、配当性向等を総合的に勘案し成果の配分を行うこととしております。
　当期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきましては、以下のとおりといた
したいと存じます。

１．期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金22円50銭
　配当総額 5,767,469,798円
　なお、中間配当金として１株につき17円50銭をお支払いいたしております
ので、年間の配当金は１株につき40円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成28年６月30日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
①　増加する剰余金の項目及びその額

　別途積立金　　　20,000,000,000円
②　減少する剰余金の項目及びその額

　繰越利益剰余金　20,000,000,000円

－ 42 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役11名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役 樫尾和雄、樫尾和宏、中村　寛、髙木明德、増田
裕一、山岸俊之、小林　誠、高野　晋、石川博一、小谷　誠の各氏が任期満了とな
りますので、取締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

１

かし
樫

お
尾

かず
和

お
雄

(昭和４年１月９日生)

昭和25年４月 樫尾製作所入所

3,143,389株

昭和32年６月 当社設立と同時に取締役
昭和40年７月 同　常務取締役
昭和47年５月 同　代表取締役常務取締役
昭和51年６月 同　代表取締役専務取締役
昭和63年12月 同　代表取締役社長
平成11年６月 同　代表取締役社長 執行役員
平成26年５月 同　代表取締役 社長執行役員
平成27年６月 同　代表取締役 会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
樫尾和雄氏は、創業以来、経営に携わり、26年間にわたり社長として、当社の発展拡大に
大きな貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役とし
て経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうるととも
に、代表取締役会長として、候補者の幅広い知識と経営のノウハウを企業価値向上のため
に最大限に役立てることが最適であると考え、取締役候補者といたしました。

２

かし
樫

お
尾

かず
和

ひろ
宏

(昭和41年１月22日生)

平成３年４月 当社入社

126,687株

平成19年７月 同　執行役員 経営統轄部副統轄部長
平成23年６月 同　取締役 執行役員 ＤＩ事業部長
平成25年４月 同　取締役 執行役員 新規事業開発本

部長
平成25年10月 同　取締役 執行役員 コンシューマ・シ

ステム事業担当兼新規事業開発本部長
平成26年５月 同　取締役 専務執行役員 コンシュー

マ・システム事業本部長
平成27年６月 同　代表取締役 社長（現任）

【取締役候補者とした理由】
樫尾和宏氏は、経営管理部門、新規事業開発部門、コンシューマ・システム事業など経営
の主要な機能を歴任し、当社の発展拡大に高い貢献を積み重ねてまいりました。これらの
豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定
及び職務執行の監督を果たしうるとともに、候補者が代表取締役社長として経営の指揮を
執り企業価値の向上を目指していくことが最適であると考え、取締役候補者といたしまし
た。

－ 43 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

３

なか
中

むら
村

 
　

ひろし
寛

(昭和32年３月３日生)

昭和56年４月 株式会社トーメン入社

8,136株

平成12年４月 当社入社　Casio Computer Co.,GmbH 
Deutschland取締役社長

平成19年６月 同　執行役員 営業本部欧州地域統轄担
当兼Casio Europe GmbH取締役社長

平成21年４月 同　執行役員 営業本部長
平成21年６月 同　常務取締役 執行役員 営業本部長
平成26年５月 同　取締役 専務執行役員 営業本部長
平成28年１月 同　取締役 副社長執行役員（現任）

【取締役候補者とした理由】
中村　寛氏は、営業部門に長年携わり、営業本部長として販売戦略等の構築と推進を通じ
て、事業拡大に高い貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富な経験と実績に基づ
き、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果
たしうると考え、取締役候補者といたしました。

４

たか
髙

ぎ
木

あき
明

のり
德

(昭和15年８月31日生)

昭和39年４月 株式会社住友銀行入行

14,175株

平成５年６月 同　取締役
平成８年６月 すみぎん信託銀行株式会社取締役社長
平成11年４月 当社顧問
平成11年６月 同　取締役 執行役員 経理・資金担当
平成13年６月 同　常務取締役 執行役員 経理・資金・

ＩＲ担当
平成20年６月 同　常務取締役 執行役員 財務・ＩＲ担当
平成26年５月 同　取締役 専務執行役員 財務・ＩＲ担

当（現任）
【取締役候補者とした理由】
髙木明德氏は、財務・ＩＲ担当役員として経営体質全般の強化に、長年にわたり多大な貢
献をしてまいりました。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重
要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考え、取締役候補者
といたしました。

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

５

ます
増

だ
田

ゆう
裕

いち
一

(昭和29年７月20日生)

昭和53年４月 当社入社

6,995株

平成18年６月 同　執行役員 開発本部時計統轄部長
平成21年４月 同　執行役員 時計事業部長
平成21年６月 同　取締役 執行役員 時計事業部長
平成26年５月 同　取締役 専務執行役員 時計事業部

長（現任）
　[重要な兼職の状況]
　　カシオ電子(深圳)有限公司董事長

【取締役候補者とした理由】
増田裕一氏は、時計事業に長年携わり、事業部長としてその事業戦略の構築と推進を通じ
て、事業基盤の強化に高い貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富な経験と実績に
基づき、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督
を果たしうると考え、取締役候補者といたしました。

６

やま
山

ぎし
岸

とし
俊

ゆき
之

(昭和35年12月16日生)

昭和60年４月 当社入社

6,475株
平成21年４月 同　経営統轄部経営管理部長
平成22年12月 同　執行役員 経営統轄部長
平成25年６月 同　取締役 執行役員 経営統轄部長（現

任）
【取締役候補者とした理由】
山岸俊之氏は、経営統轄部長として全社経営戦略の構築と推進を通じて、経営体制の強化
に高い貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役とし
て経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考
え、取締役候補者といたしました。

７

たか
高

の
野

 
　

しん
晋

(昭和36年２月26日生)

昭和59年４月 当社入社

8,964株
平成19年11月 同　経理部長
平成21年12月 同　執行役員 財務統轄部長
平成27年６月 同　取締役 執行役員 財務統轄部長（現

任）
【取締役候補者とした理由】
高野　晋氏は、財務統轄部長として財務戦略等の構築と推進を通じて、経営体質の強化に
貢献してまいりました。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重
要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考え、取締役候補者
といたしました。

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

８

いし
石

かわ
川

ひろ
博

かず
一

(昭和17年10月３日生)

昭和41年４月 株式会社三井銀行入行

5,000株

平成６年６月 株式会社さくら銀行取締役
平成９年６月 同　常務取締役
平成12年４月 同　代表取締役副頭取
平成13年４月 株式会社三井住友銀行代表取締役副頭取
平成14年６月 三井生命保険相互会社顧問
平成14年７月 同　取締役会長
平成21年４月 三井生命保険株式会社顧問（平成26年

３月退任）
平成23年６月 当社社外取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】
石川博一氏は、長年にわたり金融業務に携わるとともに企業経営の経験も有しており、そ
の豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役候補者とい
たしました。なお、同氏は、当社の社外取締役に就任してから５年になります。

９

こ
小

たに
谷

 
　

まこと
誠

(昭和12年９月25日生)

昭和52年10月 東京電機大学工学部教授

1,000株

平成７年４月 同大学理事
平成10年４月 同大学学長
平成17年６月 理研計器株式会社社外監査役
平成19年３月 東京電機大学理事
平成20年４月 同大学名誉教授（現任）
平成25年６月 当社社外取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】
小谷　誠氏は、大学教授としての学識経験とともに大学学長及び理事として大学運営の経
験も有しており、その豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、社
外取締役候補者といたしました。なお、同氏は、当社の社外取締役に就任してから３年に
なります。

10

※
い
伊

とう
東

しげ
重

のり
典

(昭和34年９月８日生)

昭和58年４月 当社入社

5,038株

平成12年４月 同　営業本部時計営業統轄部戦略部長
平成19年10月 Casio America,Inc.取締役副社長
平成23年４月 同　取締役会長兼社長
平成24年２月 当社　執行役員 営業本部米州地域統轄

担当兼Casio America,Inc.取締役会長
兼社長

平成28年１月 同　専務執行役員 営業本部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
伊東重典氏は、時計事業及び米州地域営業における販売戦略の構築と推進を通じて、事業
拡大に高い貢献を積み重ねてまいりました。また、本年１月より営業本部長の任に就いて
おります。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項につい
て、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考え、新たに取締役候補者といた
しました。

－ 46 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社の株式数

11

※
さい
齋

とう
藤

はる
春

み
洋

(昭和31年11月20日生)

昭和55年４月 当社入社

8,644株

平成10年11月 Casio Canada Ltd.取締役副社長
平成16年４月 株式会社カシオ日立モバイルコミュニ

ケーションズ執行役員 経営企画グルー
プリーダー

平成17年４月 当社　総務部法務グループリーダー
平成25年４月 同　法務・知的財産統轄部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
齋藤春洋氏は、国内外のグループ会社経営、法務及び知的財産部門の責任者など、幅広い
役割を担うことで事業の拡大強化に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と実績に
基づき、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督
を果たしうると考え、新たに取締役候補者といたしました。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．石川博一、小谷　誠の両氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、両氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ており、両氏の再
任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。

４．当社は、石川博一、小谷　誠の両氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任の
限度額を法令で定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。両氏
の再任が承認された場合は、当社と両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

－ 47 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役２名選任の件
　監査役３名のうち、髙須　正、大德宏教の両氏は、本総会終結の時をもって任期
満了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
候 補 者
番 号

氏 　 　 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 及 び
重  要  な  兼  職  の  状  況

所有する当
社の株式数

１

たか
髙

す
須

 
　

ただし
正

(昭和25年１月１日生)

昭和48年４月 当社入社

40,000株
平成５年６月 同　取締役
平成11年６月 同　執行役員
平成15年６月 同　取締役 執行役員
平成24年６月 同　常勤監査役（現任）

【監査役候補者とした理由】
髙須　正氏は、当社取締役として主に研究開発分野での開発マネジメントの構築と推進を
通じて、新事業の創出と新製品の開発に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と実
績に基づき、経営全般の重要事項について適切な監査機能を果たしうると考え、また現在
当社の監査役としてその職責を十分に果たしていただいていることから、監査役候補者と
いたしました。

２

だい
大

とく
德

ひろ
宏

のり
教

(昭和20年５月９日生)

昭和44年３月 アーサーアンダーセン＆カンパニー会
計事務所入所

0株

昭和52年12月 監査法人朝日会計社入社
昭和58年４月 大德宏教公認会計士・税理士事務所開設
平成８年６月 当社社外監査役（現任）
平成15年２月 株式会社オプトエレクトロニクス社外

監査役
平成18年12月 麻布税理士法人設立 代表社員（現任）
平成28年２月 株式会社オプトエレクトロニクス社外

取締役（監査等委員）（現任）
【監査役候補者とした理由】
大德宏教氏は、公認会計士及び税理士としての専門的見地及び企業会計に関する豊富な経
験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくため、社外監査役候補者といたしまし
た。なお、同氏は、当社の監査役に就任してから20年になります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．大德宏教氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は、同氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ており、同氏の再任が承認された
場合は、引き続き独立役員とする予定であります。

３．当社は、髙須　正、大德宏教の両氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任の
限度額を法令で定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。両氏
の再任が承認された場合は、当社と両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

以　上

－ 48 －

監査役選任議案
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インターネット等による議決権行使のご案内
インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご

了承いただきますよう、お願い申しあげます。

１．議決権行使ウェブサイトについて
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ
ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。
　議決権行使ウェブサイトアドレス　http://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「ＱＲコード®」
を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続することも可能で
す。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携帯電話の取扱
説明書をご確認ください。
（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

２．議決権行使のお取扱いについて
（１）インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用

紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面
の案内に従って賛否をご登録ください。

（２）議決権の行使期限は、平成28年６月28日（火曜日）午後５時30分までと
なっておりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（３）書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、イン
ターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
また、インターネット等によって複数回数又はパソコンと携帯電話で重複し
て議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
てお取扱いいたします。

（４）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者
の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するため

の重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有

効です。

－ 49 －

インターネット議決権行使のご案内
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４．システムに係わる条件について
インターネットにより議決権行使される場合は、お使いのシステムについて
以下の点をご確認ください。

（１）パソコン用サイトによる場合
ア．画面の解像度が　横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。
イ．ウェブブラウザとして Ver.5.01 SP2 以降の Microsoft® Internet

Explorerを使用できること。
※Internet Explorerは米国Microsoft Corporationの米国及び各国での登録商標で

す。
（２）携帯電話端末用サイトによる場合

128bit SSL(Secure Socket Layer)暗号化通信が可能である機種であること。
なお、スマートフォンを含む携帯電話のフルブラウザ機能を用いた議決権行
使も可能ですが、機種によってはご利用いただけない場合があります。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン・携帯電話等の操作方法がご不

明な場合は、下記にお問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00 ）

（２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合
わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
三井住友信託銀行　証券代行事務センター
［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

６．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの運営す
る「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を
行っていただくことも可能です。

以　上

－ 50 －
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都渋谷区桜丘町26番１号

セルリアンタワー東急ホテル　地下２階　ボールルーム
電話　03-3476-3000（ホテル代表番号）

道玄坂

109

109MEN'S
至 原宿

田園都市線
半蔵門線

銀座線

JR南改札
西口

東急
東横店

渋谷駅

ハチ公像

5番出入口
交番京王渋谷駅

国道246号線

歩道橋用
エレベーター

歩道橋歩道橋
首都高速３号線

渋谷マークシティ

京王井の頭線

セルリアンタワー
東急ホテル

埼
京
線

山
手
線

至 恵比寿

東
横
線明

治
通
り

渋
谷
ヒ
カ
リ
エ西口バス

ターミナル

副
都
心
線

歩道橋用
エレベーター

スクランブル
交差点

モヤイ像

東口バス
ターミナル

※渋谷駅周辺は、大規模整備で新しいまちづくりが進められ、工事による経路変更等が予想され
ますので、何とぞご理解・ご協力願います。

（交通のご案内）
JR山手線・埼京線、東急東横線・田園都市線、京王井の頭線、
東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線の渋谷駅より徒歩５分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




